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トラック運転者の労働時間の現状

1



自動車運転者の時間外労働の上限規制と改善基準告示の見直し

▸ 自動車運転者の上限規制は、令和６年３月まで適用猶予。

▸ 令和６年４月以降も、時間外労働の上限は年９６０時間のみ。

自動車運転者の時間外労働の上限規制について（働き方改革関連法）

法律による上限
（原則）
月４５時間
年３６０時間

・年７２０時間

・単月100時間未満
（休日労働含む）

・複数月平均80時間
（休日労働含む）

・法律による上限
（原則）を超えられ
るのは年６か月まで

・年９６０時間
のみ

・月間上限，年
間回数の適用な
し

一般労働者 自動車運転者

法律による上限
（例外）

法定労働時間
１日８時間
週４０時間
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自動車運転者の時間外労働の上限規制と改善基準告示の見直し
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労働局・労働基準監督署での取り組み①
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自動車運転者の労働時間の削減のために，

自動車運転者の労働条件の確保のために，

発着荷主への荷待ち時間の削減に係る啓発・要請

発着荷主における荷待ちの改善への取り組み好事例の収集

事業主に対する36上限時間等説明会の開催

監督指導等による労働基準関係法令の遵守に係る指導



労働局・労働基準監督署での取り組み②
（労働時間説明会の開催）
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労働時間説明会の例

京都運輸支局と共催，京都府トラック
協会の協力を得て開催

京都市域４回 北部地域２回



労働局・労働基準監督署での取り組み③
（発着荷主への周知・要請）
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労働局・労働基準監督署での取り組み④
（発着荷主における荷待ちの改善への取り組み好事例の収集）
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【倉庫業Ａ社の場合】

【業務の内容等】
○穀物・飼料を保管する倉庫業を営む発着荷主であるA社。輸
入業者から穀物・飼料を一時預かり、その後、同業者からの依
頼を受け、必要な量を同業者の販売先へ配送するための協力会
社（トラック運送事業者）の手配等を行う。
○Ａ社では、以前から協力会社（トラック運送事業者）と時間
外労働の上限規制に備え、トラックドライバーの労働時間削減
に向けた意見交換を行っていたが、令和５年に入った頃、労働
基準監督署の荷主要請を受け、これを機会に具体的な対策を講
ずることとし、協力会社（トラック運送事業者）に所属してい
るトラックドライバー全員に対してアンケートを実施し、労働
時間削減に係る意見を集約。



労働局・労働基準監督署での取り組み⑤
（発着荷主における荷待ちの改善への取り組み好事例の収集）
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【取り組み内容】
①着荷主としての取組
予約システムの導入により、輸入業者から保管依頼の注文を受ける際に、荷

の種類・量・到着日時等をオンラインで自社倉庫内に情報共有できることとな
り、荷の受入準備を早期に進めることが可能となり、荷下ろし待ち時間の減少
につながった。
②発荷主としての取組
これまで、販売先の「荷の受け取り時間」は決まっていなかったが、Ａ社か

らの依頼を受けた輸入業者が販売先と調整した結果、配送を依頼する際には、
必ず販売先の「荷の受け取り時間」を決めることとし、これをA社から協力会社
（トラック運送事業者）に伝えるようにした。これにより、協力会社（トラッ
ク運送事業者）は、配送先での荷下ろし待ち時間を少なくすることができた上、
配車を効率的に行うことが出来るようになった。
Ａ社の自社倉庫内で荷積み時間が長時間となっている場所を把握し、当該箇

所に作業員を増員する措置を実施し、荷積み時間の短縮を図った。



労働局・労働基準監督署での取り組み⑥
（発着荷主における荷待ちの改善への取り組み好事例の収集）
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【効果】
これらの取組により、協力会社（トラック運送事業者）
より、「トラックドライバーの時間外労働時間数が、約
20％減少した。」との報告を受けた



参考 トラックドライバーの不規則勤務に切り込む
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参考 トラックドライバーの不規則勤務に切り込む
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令和4年度「我が国における過労死等の概要及び政府が過労死等の母子のため
に講じた施策の状況」（令和年「過労死等防止対策白書」）から抜粋


